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〔１〕会社設立の趣旨 

 

昭和 16 年当時、温泉の湧出量の減少により、有馬町は温泉を掘削する必要に迫ら

れ、神戸有馬電気鉄道株式会社と共同出資の有馬温泉掘鑿(くっさく)有限会社を同年

６月に設立、現在の有明泉源を掘削した。 

昭和 22 年３月、有馬町と神戸市との合併にあたり、総ての町有財産は神戸市に帰

属した。 

昭和 59 年３月に株式会社 有馬温泉企業に組織変更し、現在、自社所有泉源による

給湯事業および神戸市所有泉源の浚渫工事等を行っている。 
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〔２〕会社の概要 

 

 １ 名   称    株式会社 有馬温泉企業 

  

２ 設立年月日    昭和 16 年６月 19 日 

  

３ 所 在 地    神戸市兵庫区新開地１丁目３番 24 号 

  

４ 資 本 金    10,000 千円 

   （神戸市払込額  5,000 千円） 

 

５ 機 構                令和５年７月１日現在 

 

 代表取締役社長  森  兼浩  

     

 有馬営業所  
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６ 職 員 数                令和５年７月１日現在 

 

 所 属 従業員 計 

 有馬営業所 ３（-） ３（-） 

 ※（ ）内は神戸市派遣職員で内数 

 

７ 役 員                令和５年７月１日現在 

 

役 職 名 氏 名 備 考 

代表取締役社長  森     兼  浩 

神戸電鉄株式会社 

執行役員 

不動産事業本部副本部長 

兼不動産事業部長 

取 締 役  大  畑  公  平 神戸市経済観光局長 

取 締 役  出  石  直  史 
神戸市経済観光局部長 

（観光ＭＩＣＥ担当） 

取 締 役 津  山  裕  昭 

神戸電鉄株式会社 

取締役常務執行役員 

不動産事業本部長 

監 査 役  河  上  哲  也 
株式会社三井住友銀行 

公共・金融法人部 部長 

監 査 役  高  森  幸  二 
神戸電鉄株式会社 

経営企画部長 
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〔３〕定款 

 

第１章  総  則 

（商 号） 

第 １ 条  当会社は株式会社有馬温泉企業と称する。 

（目 的） 

第 ２ 条  当会社は次の事業を営むことを目的とする。 

１．温泉を湧出させる目的を以ってする掘さく 

２．温泉の販売供給 

３．管工事の設計施工請負 

４．煙草、飲食物、日用品類の販売および飲食店の経営 

５．前各号に附帯する事業及び関連する一切の業務 

（本店所在地） 

第 ３ 条  当会社は、本店を神戸市に置く。 

（機 関） 

第 ４ 条  当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

１．取締役会 

２．監査役 

（公告方法） 

第 ５ 条  当会社の公告方法は、官報に掲載して行う。 

 

第２章  株  式 

 

（発行可能株式総数） 

第 ６ 条  当会社の発行可能株式総数は２４０株とする。 

（株式の譲渡制限） 

第 ７ 条  当会社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は取締

役会の承認を受けなければならない。 

（株券の発行） 

第 ８ 条  当会社は、株式に係る株券を発行する。 

（株式取扱規則） 

第 ９ 条  当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほ

か取締役会において定める株式取扱規則による。 

 

第３章  株主総会 

 

（招集及び招集者） 

第１０条  定時株主総会は、毎営業年度末日の翌日から３か月以内に招集し 

      臨時株主総会はその必要がある場合に随時これを招集する。 
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      株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が 

      これを招集する。取締役社長に支障があるときは、あらかじめ取 

      締役会で定めた順序により他の取締役がこれを召集する。 

（定時株主総会の基準日） 

第１１条  当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月３１日とする。 

（議 長） 

第１２条  株主総会の議長は、取締役社長がこれにあたる。 

取締役社長に支障があるときは、あらかじめ取締役会で定めた順序に 

より他の取締役がこれにあたる。 

（決議の要件） 

第１３条  総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除いては 

出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をも 

って行う。 

 

第４章 取締役、監査役および取締役会 

 

（員  数） 

第１４条  当会社には次の役員を置く。 

１．取締役  ５名以内 

１．監査役  ３名以内 

（選任決議） 

第１５条  当会社の取締役および監査役は、株主総会において選任する。 

前項の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３ 

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数で行う。 

取締役の選任については累積投票によらない。 

（任  期） 

第１６条  取締役の任期は選任後２年以内、監査役の任期は選任後４年以内に終 

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時 

までとする。 

（補欠選任） 

第１７条  取締役および監査役に欠員を生じたときは補欠選任を行う。 

補欠選任により選任された者の任期は前任者の残任期間とする。 

（代表取締役および役付取締役） 

第１８条  取締役会は、その決議によって当会社を代表する取締役を選定する。 

取締役会は、その決議によって取締役中より取締役社長を選定する。 

（取締役、監査役の責任免除） 

第１９条  当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったこと 

による取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役で 

あった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役 
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会の決議によって免除することができる。 

   ２  当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行 

取締役等である者を除く。）および監査役との間に、任務を怠ったこ 

とによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただ 

し、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

（取締役会の召集） 

第２０条  取締役会招集の通知は、各取締役に対して会日の７日前に発しなけれ 

ばならない。 

但し、特に必要がある場合はこれを短縮することができる。 

（取締役会の決議の省略） 

第２１条  当会社は、会社法第 370 条の要件を充たしたときは、取締役会の決議 

があったものとみなす。 

（取締役会規則） 

第２２条  取締役会の運営に関する事項については、法令又は定款に定めのない 

事項は、取締役会の決議によって定める取締役会規則による。 

（役員の報酬） 

第２３条  取締役および監査役の報酬はそれぞれ区分して、株主総会の決議によ 

って定める。 

 

第５章  計  算 

 

（事業年度） 

第２４条  当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年と 

する。 

（余剰金の配当の基準日） 

第２５条  当会社の期末配当の基準日は毎年３月３１日とする。 

（中間配当） 

第２６条  当会社は取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日として中 

間配当をすることができる。 

（配当金の除斥期間） 

第２７条  配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過し 

ても受領されないときは、当会社はその支払義務を免れるものとする。 
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〔４〕令和４年度事業報告 

 

１ 事業報告  

わが国有数の温泉である有馬温泉において、顧客に満足していただける給湯サ

ービス、泉源維持管理サービスの安定的な提供に努めた。 

（１）全事業 

当期の全事業の売上高は 44,396 千円で前期に比べ 0.3％の増加となった。

一方で、有明１号泉源においてリーミング工事を実施し、工事期間中、同

泉源の給湯を停止したことや同工事の実施により修繕費が増加したこと

等により、営業損失は 10,047 千円、経常損失は 11,222 千円､法人税等を差

し引いた当期純損失は 8,700 千円となった。 

（２）給湯事業 

有明１号泉源においてリーミング工事期間中の給湯料を減額したことに 

より、売上高は前期に比べ 1.2％減の 18,050 千円となり、同工事の実施に

よって修繕費が増加したことにより、営業損失は 12,584 千円（前期は営業

損失 2,763 千円）となった。 
（３）施設管理事業 

契約業務が増加したこと等により、売上高は 26,346 千円で前期に比べ

1.3％の増加となったものの、人件費の増加により営業利益は 2,536 千円

で前期に比べ 2.1％の減少となった。 

 
 
 
      
 
 
 
 

 ２ 事業別収支明細書 

              （令和４年４月１日～令和５年３月 31 日，単位：円） 

科 目 収  入 支  出 収支差 

給湯事業 18,050,304 30,634,968 △12,584,664 

施設管理事業 26,346,100 23,809,171 2,536,929 

営業外収支 19,944 1,194,692 △1,174,748 

合 計 44,416,348 55,638,831 △11,222,483 

     ※神戸市からの収入 

      受託料 26,346,100 円 

 

 

事業名 内容 営業収益（円） 

給湯事業 有明１号・２号泉からの温泉給湯 

神戸市の極楽泉源における給湯施設の設置

運営 

18,050,304 

施設管理事業 神戸市の泉源（天神・妬・御所・極楽泉源）

の維持管理 

26,346,100 
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 ３ 損益計算書 

 

（令和４年４月１日～令和５年３月31日，単位：円）

金　額 金　額

営業費用 54,444,139 営業収益 44,396,404

施 設 管 理 費 13,550,845 給 湯 事 業 18,050,304

減 価 償 却 費 2,369,865 施 設 管 理 事 業 26,346,100

一 般 管 理 費 38,523,429

営業外費用 1,194,692 営業外収益 19,944

雑 支 出 1,194,692 雑 収 益 19,944

55,638,831 44,416,348

△ 11,222,483

185,000

△ 2,706,813

△ 8,700,670

43,863,862

△ 2,000,000

33,163,192繰 越 利 益 剰 余 金

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事
業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
剰 余 金

配 当 金 の 支 払 い

費 用 の 部 収 益 の 部

科　目 科　目

合 計 合 計
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 ４ 貸借対照表 

 

（令和５年３月31日現在，単位：円）

金　額 金　額

 流 　動 　資 　産 35,679,622  流 　動 　負 　債 3,833,588

32,495,820 2,602,248

3,182,802 150,058

20,000 846,200

△ 19,000 185,000

19,970

30,112

 固 　定 　資 　産 18,217,158  固 　定 　負 　債 4,400,000

15,488,775 4,400,000

建 物 3,267,806

構 築 物 10,818,684

機 械 装 置 1,400,547 8,233,588

土 地 1,738

50,300

電 話 加 入 権 50,300

2,678,083  株 　主 　資 　本 45,663,192

10,000,000

165,632

165,632

35,497,560

2,334,368

33,163,192

繰越利益剰余金 33,163,192

45,663,192

53,896,780 53,896,780資産合計 負債・純資産合計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金

純 資 産 計

資 本 金

預 り 金

前 受 収 益

有 形 固 定 資 産 預 り 保 証 金

負 債 計

無 形 固 定 資 産

（ 純資 産の 部）

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

貸 倒 引 当 金 未 払 法 人 税 等

科　目 科　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 未 払 金

 



10 
 

 ５ 事業別収入明細書 

 

（令和４年４月１日～令和５年３月31日，単位：円）

事業収入 受託収入 補助金収入 雑収益等

給湯事業 18,050,304 18,050,304 0 0 0

施設管理事業 26,346,100 0 26,346,100 0 0

営業外収益 19,944 0 0 0 19,944

合　　計 44,416,348 18,050,304 26,346,100 0 19,944

合　　計
内　　訳

 

 ６ 事業別支出明細書 

 

（令和４年４月１日～令和５年３月31日，単位：円）

人件費 物件費 工事費 減価償却費 雑支出等

施設管理費 13,550,845 0 0 13,550,845 0 0

減価償却費 2,369,865 0 0 0 2,369,865 0

一般管理費 38,523,429 10,454,862 28,068,567 0 0 0

雑支出 1,194,692 0 0 0 0 1,194,692

合　　計 55,638,831 10,454,862 28,068,567 13,550,845 2,369,865 1,194,692

合　　計
内　　訳

 

 



11 
 

 ７ 財務状況の推移 

（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 R3 → R4増減

4,555 ▲ 172 ▲ 10,048 ▲ 9,876

41,834 44,271 44,396 125

37,279 44,443 54,444 10,001

うち販売費及び一般管理費 12,302 17,607 28,069 10,462

うち人件費 7,813 10,160 10,455 295

うち減価償却費 2,569 2,500 2,370 ▲ 130

94 ▲ 619 ▲ 1,175 ▲ 556

94 8 20 12

0 627 1,195 568

うち支払利息 0 0 0 0

4,649 ▲ 791 ▲ 11,223 ▲ 10,432

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,238 268 ▲ 2,522 ▲ 2,790

3,411 ▲ 1,059 ▲ 8,701 ▲ 7,642

45,512 46,923 43,864 ▲ 3,059

46,923 43,864 33,163 ▲ 10,701

66,684 63,402 53,897 ▲ 9,505

50,034 45,493 35,680 ▲ 9,813

16,650 17,909 18,217 308

うち建物 3,953 3,609 3,268 ▲ 341

7,260 7,038 8,234 1,196

2,860 2,609 3,834 1,225

うち短期借入金 0 0 0 0

4,400 4,429 4,400 ▲ 29

うち長期借入金 0 0 0 0

59,424 56,364 45,663 ▲ 10,701

59,424 56,364 45,663 ▲ 10,701

資本金 10,000 10,000 10,000 0

資本剰余金 166 166 166 0

利益剰余金 49,258 46,198 35,497 ▲ 10,701

0 0 0 0

繰越利益剰余金

損
益
計

算
書
（

Ｐ
／
Ｌ
）

営業利益

営業収益

営業費用

営業外利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別利益

特別損失

法人税等

当期純利益

前期繰越利益剰余金

株主資本

評価換算差額等

貸

借

対

照

表

（

Ｂ

／

Ｓ
）

資産合計

流動資産

固定資産

負債合計

流動負債

固定負債

純資産合計
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〔５〕令和５年度事業計画 

 

 １ 事業計画 

（１）全事業 

わが国有数の温泉である有馬温泉において、引続き顧客に満足していただ

ける給湯サービス、泉源維持管理サービスの提供に努める。 

（２）給湯事業 

有明１号・２号泉からの安定的な温泉給湯および神戸市の極楽泉源におけ 

る給湯施設の設置運営を行う。 

（３）施設管理事業 

神戸市の泉源（天神・妬・御所・極楽泉源）の維持管理業務を確実に実施

する。 

 

 ２ 経営改善の取組状況 

  （１）有明泉源の安定供給に向けた検討 

 有明泉源からの温泉の安定供給をはかるため、有明１号泉の浚渫工事を施 

 工する。 

  （２）健全な経営状況の維持 

 安定的な収益の確保をはかるとともに費用の低減に努め、適切な収支管理 

 を行う。 

  （３）泉源施設の適切な管理・保全・改修 

     極楽泉源からの送湯管更新工事を施工するほか、各泉源施設の管理ならび 

に保全・改修を適切に行う。 

 

 ３ 事業別予定収支明細書 

             （令和５年４月１日～令和６年３月 31 日，単位：千円） 

科 目 収 入 支 出 収支差 

給湯事業 17,309 28,558 △11,249 

施設管理事業 25,270 23,418 1,852 

営業外収支 26 0 26 

合  計 42,605 51,976 △9,371 

    ※神戸市からの収入 

     受託料 25,270 千円 
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 ４ 予定損益計算書 

 

（令和５年４月１日～令和６年３月31日，単位：千円）

金　額 金　額

営業費用 51,976 営業収益 42,579

施 設 管 理 費 11,839 給 湯 事 業 17,309

減 価 償 却 費 2,131 施 設 管 理 事 業 25,270

一 般 管 理 費 38,006

営業外費用 0 営業外収益 26

雑 支 出 0 雑 収 益 26

51,976 42,605

△ 9,371

185

△ 2,174

△ 7,382

33,163

0

25,781繰 越 利 益 剰 余 金

税引前当期純 利益

法人税、住民税及び事
業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
剰 余 金

配 当 金 の 支 払 い

費 用 の 部 収 益 の 部

科　目 科　目

合 計 合 計
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５ 予定貸借対照表 

 

（令和６年３月31日現在，単位：千円）

金　額 金　額

 流 　動 　資 　産 30,011  流 　動 　負 　債 2,777

26,827 1,545

3,183 150

20 847

△ 19 185

20

30

 固 　定 　資 　産 15,447  固 　定 　負 　債 4,400

13,358 4,400

建 物 2,927

構 築 物 9,243

機 械 装 置 1,186 7,177

土 地 2

50

電 話 加 入 権 50

2,039  株 　主 　資 　本 38,281

10,000

166

166

28,115

2,334

25,781

繰越利益剰余金 25,781

38,281

45,458 45,458

科　目 科　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 未 払 金

未 収 入 金 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

貸 倒 引 当 金 未 払 法 人 税 等

資 本 金

預 り 金

前 受 収 益

有 形 固 定 資 産 預 り 保 証 金

負 債 計

無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部）

繰 延 税 金 資 産

資産合計 負債・純資産合計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金

純 資 産 計
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 ６ 事業別予定収入明細書 

（令和５年４月１日～令和６年３月31日，単位：千円）

事業収入 受託収入 補助金収入 雑収益等

給湯事業 17,309 17,309 0 0 0

施設管理事業 25,270 0 25,270 0 0

雑収益 26 0 0 0 26

合　　計 42,605 17,309 25,270 0 26

合　　計
内　　訳

 

 

 ７ 事業別予定支出明細書 

 

（令和５年４月１日～令和６年３月31日，単位：千円）

人件費 物件費 工事費 減価償却費 雑支出等

施設管理費 11,839 0 0 11,839 0 0

減価償却費 2,131 0 0 0 2,131 0

一般管理費 38,006 12,250 25,756 0 0 0

雑支出 0 0 0 0 0 0

合　　計 51,976 12,250 25,756 11,839 2,131 0

合　　計
内　　訳
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〔６〕令和４年度主要事業計画・実績比較 

（令和４年４月１日～令和５年３月31日，単位：円）

事業計画 実 績

予定収入金額 収入金額

給湯事業 17,818,794 18,050,304
有明１号泉源リーミング工事に伴
う減額の減少

施設管理事業 24,663,000 26,346,100 定期管理業務の増

合　　計 42,481,794 44,396,404

事 業 名 備 考
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〔７〕主要事業の推移（令和２年度～令和４年度） 

令和２年度

実績 実績 対前年度比 実績 対前年度比

収入金額 収入金額 ％ 収入金額 ％

給湯事業 18,064 18,272 101.2 18,050 98.8

施設管理事業 23,796 25,998 109.3 26,346 101.3

合　　計 41,833 44,270 105.8 44,396 100.3

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

営業損益

営業外損益

経常損益

当期損益

繰越利益剰余金

資産合計

負債合計

純資産合計

契約業務の増加

（単位：千円）

令和３年度 令和４年度

備考

有明１号泉源リー
ミング工事による
減額

（単位：千円）

項目
令和２年度 令和３年度 令和４年度

決算 決算 決算

損益計算書関係

4,554 -172 -10,047

94 -618 -1,175

4,648 -790 -11,222

3,410 -1,059 -8,700

46,923 43,863 33,163

貸借対照表関係

66,683 63,401 53,896

7,260 7,038 8,233

59,423 56,363 45,663
 


